　
様式第２号（第８条、第１１条、第１３条関係）

年度伝統工芸等後継者育成支援事業計画（報告）書

１　事業の内容及び事業費の内訳（該当する項目のみ記入）
（単位：円）
	経費区分
	研修開始
（予定）
年月日
	終　了
（予定）
年月日
	算定基準額
(A)+(B)+(C)
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	県
（A）
	市町村
（B）
	受入先等
（C）
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	




【家族加算の該当がある場合に記載】
	転居前の住所
	

	同伴家族の氏名
	続柄

	
	

	
	

	
	

	
	


※添付書類：世帯全員の住民票の写し、転居前の住所がわかるものを添付すること。


【住居手当・通学手当の該当がある場合に記載】
	賃貸住宅の所有者
	住所

	
	氏名

	賃貸住宅所在地
	

	賃貸料（円/月額）
	

	通学手段
	公共交通（　　　　　　）、自家用車（　　　　㎞）


※添付書類：賃貸住宅所有者との賃貸契約書の写しを添付すること。



２　他の補助金の活用の有無（有・無）
※他の補助金の活用の有無について「有」、「無」のいずれかに〇をしてください。
※「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。

３　事業完了予定年月日（完了年月日）
※「事業完了（予定）年月日」とは、「補助対象経費の額が確定した日」を指します。

４　添付書類
（1） 様式第１号　研修計画書（実績）
（2） 様式第８号　研修実績書
（3） 補助対象経費の支払いを証明する書類
· 事業計画書には⑴を添付し、事業報告書には⑴から⑶を添付する。

５　消費税の取扱い
一般課税事業者　・　簡易課税事業者　・　免税事業者　・
特定収入割合が５％を超えている公益法人等　・　仕入控除税額が明らかでない一般課税事業者
※消費税の取扱いについて、いずれかに〇をすること


